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第１章　本研究の動機と問題意識

　近年、企業による不祥事が相次ぎ後を絶たない。これまで消費者から支持され

てきた大手企業や長年信頼を培ってきた老舗による不祥事の発覚が相次ぎ、企業

に対する消費者の不信感を増幅させている １）。不祥事発覚は企業に様々なデメ 

リットをもたらす事態である。早急に対策をとらなければその企業は致命的な損

害を受けるだけでなく、社会から企業としての存在意義を問われ、最悪の場合市

場からの撤退を余儀なくされる事態を招きかねない。幸い撤退を免れたとしても、

不祥事によって引き起こされた損害は深刻であり、企業の経営や信頼の回復はと

ても困難な課題となる。それが有名大手企業による不祥事であれば、世間にも大

きく注目されることとなり、メディアにも頻繁に取り上げられ、影響はさらに拡

大していくことが予想できる。実際に企業不祥事のマイナスの影響として、不祥

事後の企業の売上高は減少していることが明らかになっている（内閣府 ２００９）。

  １） 朝日新聞社が実施した世論調査によると、「信用できる企業が多い」の割合が２９％に対し、「信用
できない企業が多い」と答えた人は６０％に達しており、半数以上の人が企業を信用していないこ

とになる（朝日新聞社，２００８年３月２１日付朝刊）。
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　消費者情報処理研究に基づき、近年多発している企業不祥事を１つの否定的な

情報としてとらえたとき、はたして消費者はこのようなネガティブな情報に対し

どのような情報処理を行うのであろうか。本研究では消費者に形成されているブ

ランドに対する知識と評価の関係性に着目し、消費者の態度転移という情報処理

の視点から検討していくことを目的としている。また、既存研究では単一製品カ

テゴリーのみに焦点をあてていたが、本研究では複数の異質な製品カテゴリー間

に対する消費者の情報処理も同時に検証していく。

第２章　企業不祥事

第１節　企業不祥事の系譜

　不祥事は近年に始まったことではなく、戦後から高度成長期にかけていつの時

代にもあった ２）。１９７０年代の不祥事の多くは政治がらみの汚職事件などが顕著に

挙げられており、消費者と直接関与することのない政治と企業との間での問題、

いわゆる政経癒着の事例を企業不祥事としていた（梅澤 １９９９）。

　バブル経済の崩壊前後では総会屋 ３）の絡んだ事件が不祥事として最も多いと

されており（八巻 １９９９）、この時期について梅澤（１９９９）は、「一般の人にはその

メカニズムが理解できない厄介な事件が、企業不祥事がらみでしばしば発生」し

ていると指摘している。つまり、一般の生活者から見ると自分たちの生活とは関

係のない次元で事件が発生しており、自らの生活には大きな影響はほとんどない

と考えられていたのである。

　しかし、２０００年に発生した戦後最大の食中毒事故である雪印集団食中毒事 

件 ４）以降、消費者の生活に直接影響が及ぶような事件の摘発が増加している。特

に BSE問題 ５）やこれに付随する牛肉偽装事件 ６）が相次ぎ発生する中、企業や行 

  ２） さらに詳しい年表などは奥村（２００４）を参照。
  ３） 総会屋（そうかいや）とは正規の職業ではなく、株式会社の株式を若干数保有し株主としての権利

行使を濫用することで会社等から不当に金品を収受、又は要求する者を指す。別名として特種株

主、プロ株主がある。

  ４） 雪印乳業大阪工場製の「低脂肪乳」を原因とする、被害者総数１４, ７８０人（内、 １人が死亡）を生んだ 
戦後最大の集団食中毒事件。事件の詳細は北海道取材班（２００２）、産経新聞取材班（２００２）を参照。

  ５） 狂牛病問題。正式名称は牛海綿状脳病。牛の脳の組織にスポンジ状の変化を起こし、起立が不可
能等の症状を起こす悪性の中枢神経系の疾病。１９８６年に英国で世界最初の BSEに感染した牛が 
確認され、日本でも２００１年に国内初の狂牛病が確認された。

  ６） BSE問題で被害を受けた業者の救済を目的として農水省は、全額国の負担による国産牛肉の買い
取り制度を設けた。しかしこの制度を悪用し、外国産牛肉を国産牛肉と偽り、国に不正に買い取

らせていたとして２００２年雪印食品が摘発され、それ以降多くの食品業者が摘発される。
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政に対する消費者からの不満が絶えなかったため、政府はこうした状態を懸念 

し、食品の安全や規約に関する「食品安全基本法 ７）」を２００３年に施行した。翌年 

には１９６８年に制定されて以来大きな改定がなかった「消費者保護基本法（現消費

者基本法 ８））」に対して大幅な改定を行った（内閣府 ２００９）。

　不祥事による影響は長引くほどにその被害は深刻となるため、何らかの対策案

を迅速に実施することが要求されるのであるが、その対応を間違えるとさらなる

深刻な二次的被害を受けると村上・吉崎（２００８）は指摘している。さらに、矢島

（２００７）では、不祥事による危機を「良い方向や悪い方向へ向かう転換点」とし 

て捉え、企業の今後の方向性を考える重要な場面だと述べている。つまり、不祥

事に対して適切な対策を行えば良い方向へと向かうことになるが、その対処を誤

ると二次的被害として企業に対する印象がより悪化する事態へ発展するのであ

る ９）。このように企業が不祥事に対する消費者への影響の認識を誤ると、短期的

な損害のみならず、長期的に購買を拒否されるなど取り返しがつかなくなる危険

な要素を含んでいる。

　マーケティング実務の領域においても恩蔵（２００７）は、「優れたマネジメントや

卓越したマーケティングにより、幾多の危機を乗り越えることができれば、企業

やブランドは半永久的に存続できる」としており、危機に備えたマーケティング

の重要性を明示している。

第２節　食品業界における不祥事の系譜

　近年で最も不祥事がメディアに取り上げられた年である２００７年を象徴する漢 

字は、１位に「偽」、２位に「食」が選ばれた。また、流行語の１つには「食品偽装」 

が選ばれるなど、この年は加工食品の消費期限の改ざんや食品の産地偽装などの

食品業界における不正事件が特に顕著になった年であった。２００７年における食 

品関連の事件の検挙数は５２件であり、前年の２５件と比較すると二倍以上も多く

なっている（図表２－１参照）。

  ７） 詳細は食品安全委員会の HPを参照（http://www.fsc.go.jp/hourei/index.html）。
  ８） 詳細は内閣府 HPを参照：
  （http://www.consumer.go.jp/kankeihourei/kihon/２００４０６０２-kihon.html）。
  ９） 実例としてナショナル（松下電工）（現社名：パナソニック電工）の FF式石油温風機の事故と、

パロマの屋内設置型湯沸器の事故後の両社の影響を比較してみると、事件の概要は似たもので

あったが、事故後のパナソニック電工の対応の良さが評価され、企業全体の評価も上がった。一

方で適切な対処を行えなかったパロマは厳しい対応を迫られた。
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　そこで本研究では、近年増加傾向にある食品業界の不祥事に焦点をあて考察を

進めていく。２００４年に「消費者安全保護法」が改定されたのを受け、「日本農林 

規格法（JAS法）１０）」も改定されたことにより、食品の表示方法における規則厳密

化や罰則の強化がなされた。そのため、今後さらに不正摘発の増加が予想できる。

　近年では、企業による事件や事故の発覚が多発しているため、メディアはこれ

らをすべて不祥事としてひとくくりにしている傾向が強い。しかし、食品業界に

は賞味期限問題といった食品業界にしかない業界特有の問題があるように、各業

界において不祥事の内容は違う。

　そこで次節では、本稿で不祥事に対する消費者の評価を検証していくにあたり、

近年で増加傾向にある食品業界における不祥事について着目し、食品不祥事の概

要を類型化していく。

第３節　食品不祥事の類型

　齋藤（２００７）、林（２００８）、日経テレコン２１を参考に、合計６７件の食品不祥事 

が確認できた。これらを不祥事ごとに累計していくと、大別して「産地偽装」「食

品中の不純物混入」「不当・虚偽表示」「消費・賞味偽装」「利益不正受給」の５種

類に分類することができる（図表２－２）。

　まず、最も多かったのが「産地偽装１１）」に関する不正であり、２９件発覚してい 

る。この原因は、前述した JAS法に改正による取り締まり強化が原因によるもの

図表２−１　「食品に関する検挙事件数」

Ｈ 21
（上半期）

Ｈ 20Ｈ 19Ｈ 18Ｈ 17Ｈ 16Ｈ 15

22214820181411食 品 衛 生 関 係 事 犯検
挙
事
件
数

23164581111食品の産地等虚偽表示事犯

45375225262522計

（出所：警察庁２００７，２００８，２００９ a，bを統合して引用）

 １０） 正式には「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ Japanese Agricultural 
Standard）」。この法律は、飲食料品等が一定の品質や特別な生産方法で作られていることを保証
する「JAS規格制度（任意の制度）」と、原材料、原産地など品質に関する一定の表示を義務づけ
る「品質表示基準制度」からなる。詳細は農林水産省 HPを参照

  （http://www.maff.go.jp/j/syouan/index.html）。
 １１） 産地偽装とは、偽装表示の一種であり、生産地を偽って表示し、消費や卸などの中間業者に対し

て、あたかも表示された生産地で生産された製品であるかのように見せる行為である。
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と考えられる。本来、深く意識せずに不正を行っていたり、不注意によって不適

切な表示を記載していた多くの業者が摘発されたのが原因である。先に述べた、

法改正による取り締まりの強化によって、これからも摘発が増加していくと考え

られる（郷原　２００８）。

　次に多かったのは、「食品中の不純物混入１２）」である。

　 ３番目に多かったものは「不当・虚偽表示」である。「産地偽装」の場合は製品

の品質上問題が見られず、出荷元や生産地情報の虚偽だけであり、健康上の問題

はないが、この「不当・虚偽表示」の場合は成分などの不正表示や未記入などの

ことを指し、人によってはアレルギー発症など健康上の問題が発生する可能性が

ある点で、「産地偽装」と区別しておきたい。

　４番目は、食品表示における「消費・賞味期限偽装」である。赤福問題１３）や白 

い恋人問題１４）がこれに相当している。

　最後は「利益不正受給」である。これは２００１年に牛肉 BSE問題を受け、国が 

実施した BSE対策の牛肉買取り制度を悪用し、牛肉を扱う業者が不正に利益を得

ていた事件にあたる。

 １２） 不純物混入の件数は実際に被害あったものと、被害はなかったがその可能性があるもの両方を合
わせた数が１６件であった。

 １３） 創業３００年を超える老舗食品会社が製造販売する「赤福餅」について、巻き直しと称して再包装し
その日付を新たな製造日として表示し直して出荷していた事件。

 １４） 北海道土産の代表する菓子である「白い恋人」の製造販売業者が、賞味期限の表示を社内規定の
４ヶ月より、最大２ヶ月長く記載していた事件。

図表２−２　「企業不祥事の分類」

（出所： 齋藤（２００７）、郷原（２００８）、日経テレコン２１を参考に筆者が独自に作成）
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第３章　ブランド・マネジメント

第１節　ブランド

　ブランドとはもともと自分の家畜などに焼印を押して他者のものと区別をする

ために行われていたものである。AMA（アメリカ・マーケティング協会）はブラ

ンドを、「ある売り手あるいは売り手の集団の製品及びサービスを識別し、競合

相手の製品及びサービスと差別化することを意図した名称、言葉、サイン、シン

ボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」と定義している１５）。そして、Aaker

（１９９１）によると、ブランドの役割とは、「ある売り手あるいは売り手のグループ

からの財またはサービスを識別し、競争業者のそれから差別化しようとする特有

の（ロゴ、トレードマーク、包装デザインのような）名前かつまたはシンボル」で

あると述べている。青木（２００１）は、ブランドが果たす基本的な機能を前述のよ 

うな「識別機能」に加え、「出所表示・品質保証機能」や「意味づけ・象徴機能」の 

 ２つの機能を加えた３つの機能があると指摘している。「出所表示・品質保証機能」

は「識別機能」と関連しており、製造業者や企業名が明記されていることから出所

表示機能を果たしていると考えられる。また、ブランドとはそのブランドを生み

出した者が消費者に対して安定した品質・サービス等を提供し続けるという意思

表示でもあると考えられることから「品質保証機能」の役割を果たしているとい

える。

　そして、「意味づけ・象徴機能」とは「名前」「ロゴ」「デザイン」といったブラ

ンド要素１６）を用いて、消費者にそのブランドが持つ社会的に共通した意味を伝え

るための手段としても機能するとされている。ブランドが持つ意味について田中

（２００２）は、消費者からの立場からするとブランドとは市場で売られているモノや

サービスを消費者が特定の主体によって売られているモノやサービスだと認識す

ることであると言及している。つまり、ブランドについて消費者が頭の中で捉え

た認識のあり方がブランドの意味なのである。

第２節　ブランド知識

　Keller（１９９８）はブランドを、「消費者の心の中に存在するもの」と位置づけて

 １５） AMA（アメリカ・マーケティング協会）HP：
  （http://www.marketingpower.com/mg-dictionary-view３２９.php）を参照。
 １６） Keller（１９９８）によると「ブランド要素とは、ブランド・アイデンティティとも呼ばれ、ブラン 

ドを識別し差別化するのに有効で商標登録可能な手段である。主なブランド要素は、ブランド・

ネーム、ロゴ、シンボル、キャラクター、スローガン、ジングル、そしてパッケージ」である。
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おり、先述したブランド・エクイティを構築する上でブランド・マネジメントの

役割は、消費者の頭の中で常に変化するブランドについての知識を分かりやすく

消費者に理解してもらい、長期的に認識してもらうかということと言及してい 

る。図表３－１は Keller（１９９８）が示したブランド知識の概念図である。

　この図では、消費者の頭の中で構成されているブランド知識を大きく、「ブラ

ンド認知」と「ブランド・イメージ」の２つに分けた上で、さらにそれぞれを細か

な要素に分類している。ブランド認知とは消費者がブランドを識別する能力を表

すものであり、前述したブランド要素が製品を識別する機能をいかにうまく果た

しているかということである。さらに、ブランド認知は「ブランド再認１７）」と「ブ

ランド再生１８）」から成り立っており、あるブランドを再生する方が再認するより

も難しいとされる。

　そして、ブランド・イメージとは、「消費者の記憶内にあるブランド連想の反

映としての知覚」であり、消費者の記憶に保持されたブランドと連合した知識の

集合である。そのブランド連想のタイプとして「属性」「便益」「態度」の３つが存

在し、この順にブランド連の抽象度が高くなっていくことを示している。

図表３−１　「Ｋｅｌｌｅｒのブランド知識概念図」

（出所：Keller（１９９８）より引用）

 １７） ブランド再認とは、消費者既に知っているブランドを以前に見たり聞いたりしたものであると正
確に識別できるということである（Keller １９９８）。

 １８） ブランド再生とは、消費者があるブランドに対して製品カテゴリーなどの手がかりが与えられた
時にそのブランドの機能や形状等を正確に記憶の中から検索できるということである（Keller 
１９９８）。
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　近年、企業のマーケティング・コミュニケーション、及びブランド・コミュニ

ケーションのあり方について様々な議論がなされており、特に強いブランドをい

かに構築していくかが主要な問題意識となっているが、それはすなわちいかにし

て消費者にブランド知識を強固に構造化させるかということに言及していること

にほかならない。Belk（１９８８）も消費者行動の解明には、まず消費者の所持品に

対して持つ意味を理解する必要があると指摘している。このブランド知識の類型

化については、消費者が抱くブランドの意味を理解する上で簡略化することに貢

献している。

　これまでのマーケティング研究では、企業が保有する既存のブランドをより強

固なものにしていくことに関心を寄せてきたが、本節の議論で見てきたように消

費者が持つブランドの意味を理解することも重要であることが分かる。次節では

ブランド知識上の中のブランド意味の総合評価的部分であるブランド態度につい

て詳述する。

第３節　ブランド態度

　ブランド知識概念を提唱した Keller（１９９８）によると、ブランド態度とは、「ブ

ランド連想の中で最も抽象的でレベルが高い連想が態度である」と述べおり、ブ

ランドに対する全体的な評価と定義している。また、Rossiter & Percy（１９９８）

はブランド態度を「購買者が知覚するところの現時点での関連する動機づけを満

たす、当該ブランドの能力の評価」と定義している。ブランド態度が重要なのは、

消費者がブランドと関わる際（例えば、ブランドの選択や購買など）の、行動基盤

を形成することが多いためであると言及している。

　直接的な行動や経験によって得られた明瞭な態度はブランドに実際に接触する

ことによって活性化され、ブランドの選択につながる可能性が高い。本来ブラン

ドに備わっている性質によっては、抽象度の高い態度が製品属性情報よりも具体

的な評価をする側面を有しているのである。さらに消費者情報処理研究において

土田（１９９４）は、 「態度の言語化された表出形態よりも、消費者のもつ内的な態度 

構造を理解することが重要な課題」 と述べている。すなわち、マーケティング戦略

において消費者の態度が行動を規定する要因としてのブランド態度を研究してい

くことは、マーケティング研究においても意義を持つのである（清水 ２００６）。次

章では、この態度概念を社会心理学の観点を取り入れ、さらに理解を深めていく。
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第４章　態度研究

第１節　態度概念

　消費者がある対象に対して意思決定を行う際、頭の中ではすでに意思決定を左

右するそのための何かを持っており、この何かを社会心理学では態度としている

（土田 １９９４）。しかし、人が意思決定を行う際に個別断片的なまとまりの情報で

は意味がなく、なんらかのまとまった構造を持っていると考えられる。

　このような構造を理解していく上で態度の機能や変容の方略などについて多く

の研究がなされてきた。社会心理学の一人者である Allport（１９３５）は、「態度と

は、個人がかかわりを持つあらゆる対象や状況に対するその個人の反応に指示 

的、あるいは力動的な影響を及ぼす経験によって体制化された心的神経的な準備

状態」であると述べている。

　Rosenberg & Hovland（１９６０）によると態度構造は「感情的成分（Affective 

component）」「認知的成分（Cognitive component）」「行動的成分（Behavioral 

component）」、という３つの成分から形成されていると示している。

　感情的成分とは、対象に対する「好意－非好意」「快－不快」といった感情から

構成される。認知的成分は「良い－悪い」「善－悪」といった態度対象について持っ

ている信念１９）や情報からなる。行動的成分とは、「受容－拒否」「接近－回避」と

いった動機的側面である。行動の実現に作用する成分であることから、行動の予

測因として最も適している（藤原 ２００１）。

　さらに、上述した３つの成分は、それぞれ次の２つの特性を持っている。１つは

方向を伴った「程度（Valance）」であり、これら３つの成分は、賛成や反対の方向

だけでなく、その方向には程度が存在するとしている。そして２つ目は「複合性

（Multiplecity）」であり、各成分を構成している要素には、単一なものから複 

合したものまである（原岡 １９７０）。さらに、態度の興味深い性質として、原岡 

（１９７０）は、態度を構成する「３つの成分はその方向と程度、複合の度合いにお 

いて、相互に一貫する傾向を示し、１つの態度はそれと類似の対象に対する態度 

と群を作り、それらの群内の態度間には協和的関係を保つ傾向がある」と述べて

いる。

　これはつまり、ある対象に何らかの態度が形成されると、その対象と類似する

別の対象に対しても同様の態度を形成する傾向があることを意味しており、異質

 １９） 信念とは「Aは Bなり」といった、命題の形式で保有されている主観的な消費者の一般通念であ
る（新倉２００５）。



企業不祥事によるブランド態度への影響

４０

な対象に対して形成される態度は元となる対象との類似の程度により変化するこ

とを示唆している。

第２節　態度構造の安定性

　図表４－１に示されているのは「態度変容の構造的均衡仮定」と呼ばれるもの

で、態度の認知的成分と感情的成分および行為傾向成分が相互に構造化され、５ 

つの過程を踏み均衡を保つと仮定するものである（原岡 １９７０）。

　ここでは、態度を構成する３つの成分はその態度対象に対して一定の方向を持

ち、その程度も一定であり、その複合性においても一定であって、相互に均衡化

された構造をとると捉えられている。

　また、態度の性質について「ポジティブ態度」と「ネガティブ態度」という方向

性に着目すると、Tversky & Kahneman（１９９２）が提唱したプロスペクト理論２０）

にも述べられているように、量的に同程度の刺激であった場合、ネガティブな刺

激の方がポジティブな場合に比べ、消費者の心理的な影響の度合いが大きいとさ

れている。すなわちネガティブ態度の方がポジティブ態度に比べ形成されやすい

ということが分かる（ Fiske １９８０； Oden & Anderson １９７１）。さらに、吉川 

（１９８９）の対人場面における印象を考慮した実験では、ネガティブな印象の方が 

ポジティブな印象よりも覆しにくいことを証明しており、形成された悪い印象は

良い印象よりも時間が経過しても持続しやすいという調査結果を出している。

　つまり、態度は安定性が高く、一度形成されたら変化が起きにくい性質を持っ

ている。また、ネガティブな態度とポジティブな態度を比較した場合、ネガティ

ブな態度の方がより長い時間消費者の知識に組み込まれていくのである。

 ２０） プロスペクト理論の詳細については Tversky & Kahneman（１９８１）を参照。

図表４−１　「態度変容の５段階」

（出所： 原岡（１９７０）より引用）
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　この性質をブランド・マネジメントの視点から捉えると、たとえ企業のマーケ

ターやブランド・マネージャーのマーケティング努力によって消費者知識にポジ

ティブなブランド態度を知覚させて、一時的に消費者の頭の中に定着させること

に成功できたとしても、不祥事などによって一度ネガティブ態度が形成されてし

まうと、そのネガティブ態度を再びポジティブな態度に変容させることは、非常

に困難な作業となってしまうのである。ネガティブな態度構造を持つ消費者知識

を、再びポジティブな態度構造へ変容させることは、ブランド・マネジメント上

重要な問題ではあるが、同時に最も困難課題でもあるため（Rossiter & Percy 

１９９７）、可能な限りこの事態を避けることが望ましいと考えられる。

　しかし、人間が失敗をしないことはないのと同様に、ブランドにも必ず何らか

の危機は訪れる（Keller １９９８）。そして、その危機が訪れた際に生じるネガティ

ブな刺激に対し、消費者がどのような態度を形成するかをあらかじめ予測し把握

できるようになれば、その態度形成の度合いに応じた消費者へのコミュニケー

ションが迅速に講じやすくなることが考えられる。すなわち、消費者がネガティ

ブ刺激に対して形成する態度をマーケターやブランド・マネージャーがその知覚

メカニズムを知るということは、ブランド危機への迅速かつ効率的な対応を容易

にできるという、ブランド・マネジメント課題において大きな意味を持つのであ

る。

第５章　消費者情報処理研究

第１節　消費者情報処理の統合モデル

　消費者情報処理研究は１９７０年代以降になり、消費者行動研究の中に積極的に 

取り入れられてきたとされる（清水 ２００６）。これまで消費者行動研究において主

流だった Howard-Shethモデル２１）などに代表されるような「刺激－反応」型モデ 

ルや、「刺激－生体－反応」モデルでは説明できない消費者行動を説明するため、

認知心理学に依拠した情報処理型モデルが登場してきた（清水 ２００６）。

　図表５－１は（新倉 ２００５）が提唱した、消費者情報処理の基本構図の発展モデ 

ルであり、消費者の購買意思決定プロセス２２）を考慮した、消費者の情報処理メカ

 ２１） Howard & Sheth（１９６９）を参照。
 ２２） 購買意思決定プロセスとは消費者が購買行為の事前から事後に至るまでのプロセスを「問題認

識」、「情報探索」、「選択肢の評価」、「購買」、「再評価」の順に手順を踏むと想定したものである

（新倉　２００５）。
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ニズムを包括的に示した「消費者情報処理の統合モデル」である。このモデルで

は、消費者の購買意思決定プロセスを考慮した意識的な情報処理作業に着目して

おり、消費者情報処理の短期記憶である作業記憶上で展開される具体的な情報処

理作業と、それらの作業に影響を与える規定要因を明らかにしたモデルである。

　本研究では、この消費者情報処理の統合モデルに基づき、外部要因の外部情報

に該当する企業不祥事の種類、つまりネガティブ情報の種類と、内部要因にあた

る動機づけ、特に消費者の関与に焦点をあてながら消費者の作業記憶上における

評価の側面を考察していく。

第２節　動機づけとしての関与

　動機づけの 「動機」とは、個人内における「目標対象（ goal-object）に向けて消費

者に行動をうながす動因（ drive） や覚醒状態のこと」 （Sheth, Mittal & Newman 

１９９９）である。

　そして動機づけとは、消費者がある目標や問題を認識した時、その理想の目的

に向かって「対象や状況（課題）といった諸要因によって活性化された個人内の目

的志向的な状態であり、個人の価値体系の支配を受け、当該対象や状況（課題）に

関わる情報処理や意思決定の水準およびその内容を規定する状態」である（青木 

１９８９）。

　社会心理学の領域では、態度に対する説得的コミュニケーションを規定する要

図表５−１　「消費者情報処理の統合モデル」

（出所： 新倉 (２００５)より引用）
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因として関与が用いられている（Krugman １９６５; Petty & Cacioppo １９８６）。

　ここでは、Mittal（１９８９）が提唱する、「刺激、状況または意思決定作業により

『活性化された動機状態』」という側面に注目する。なぜなら、前述した不祥事に

ついてみていくと、消費者が「その不祥事は自分と関連している」という状況にい

ると知覚している場合の方が、「その不祥事は自分には関連していない」と知覚し

ていない状況よりも精緻な情報処理を行うことが考えられるからである。本節以

降、このように外部の状況と自己との関係性から発生する関与を「自己関与」と呼

ぶ。

　第３節　情報の評価方略

　Lindsay & Norman（１９７７）によると消費者情報処理の方略は主に２つあると 

されている。１つは目や耳といった感覚器官を通して、知覚された情報を連続的 

に分析していく過程の、「データ駆動型処理２３）」と呼ばれる方略である。この方略

は、実際に存在する外部の情報を論理的な処理によって分析し、知識を順次活性

化させていくという意味で、「ボトムアップ型処理」とも呼ばれる（新倉 ２００５）。

この処理では与えられた情報をひとつひとつすべて分析していかなければならな

いため、情報処理の負荷量が膨大となってしまう。しかし、人の短期記憶上の容

量の制約（池田・村田 １９９１）といった、消費者情報処理の能力には限界があり、

この方略だけでは取り扱うことができない現象が存在するため、新たな情報処理

の方略が必要となってくる。（Lindsay & Norman １９７７）。

　そこで、この限界を補ってくれるのが、もう一方の「理論駆動型処理２４）」と呼 

ばれる情報処理方略である。理論駆動型処理とは、前述したデータ駆動型処理と

は逆の情報処理方略であり、「トップダウン型処理」とも呼ばれる。このトップダ

ウン型の情報処理は、「そこに何を見ればよいかを知っていると、それは容易に

見えるのである」（Lindsay & Norman １９７７）と述べられていることから分かるよ

うに、消費者が自らの持つ、構造化された知識から生み出される期待に基づき 

情報処理をしていく方略である。「私たちは、生存していくのに不都合でなければ、

また自らの知的好奇心を発揮する領域でなければ、認知的な負担をできるだけ少

なくするように動機づけられて」おり（池田・村田 １９９１）、この理論駆動型処理は、

そういった消費者の認知的な情報処理の負担を低減してくれる働きをしてくれて

 ２３） 研究者によっては刺激駆動型とも呼ばれている（池田・村田　１９９１）。
 ２４） 研究者によっては概念駆動型とも呼ばれている（池田・村田　１９９１； Lindsay & Norman １９７７）。
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いるのである。つまり、このことからいえることは、消費者が「認知の経済性」

を求めているということである（池田・村田 １９９１）。

　既存の消費者知識に基づき情報を解釈していくため、この認知の経済効果は

様々な認知的なバイアスを引き起こすとされている（新倉 ２００５）。例えば、「価 

格が安い製品は、品質が悪い」といった消費者の日常生活における一般通念２５）に

も見られる。実際には、安くても良い商品があるのにも関わらず、このような偏っ

た判断をしてしまう。通常このような信念は消費者が日ごろの生活の中で、自ら

の購買経験や消費経験を積み重ねて得られる知識であり（新倉 ２００５）、信念の形

成には個人差が出ると考えられる。個人によって積み重ねて形成された知識は信

念であり、このような信念が社会に一般的に共有されたものを一般通念としてい

える。

　すなわち、このようなボトムアップ型の方略は、既存の知識に基づいて物事を

解釈しているということので、ブランド知識における最も抽象度が高い態度につ

いても、同様な情報処理をすることが考えられる。

第４節　共変信念と態度転移

　Peter & Olson（１９８７）は、知識の連想的ネットワーク構造の中における抽象

的意味水準から知識単位を「概念」「信念」「スキーマ」の３つのタイプに分けてい

る。概念は一番具体性が高い知識単位であり、例えば「高級車」「百貨店」「品質」

といったものである（新倉 ２００５）。信念はこれらの概念が結びついたものであ 

り、「ブランド Xは環境に良い」「ブランド Xは高級だ」といったものである。そ

して、スキーマは最も抽象度の高い知識単位であり、相互に関係づけられた信念

のネットワークである（新倉 ２００５）。消費者が情報の解釈に用いるのはスキーマ

である（田中 ２００８）。例えば、「買い物」スキーマは、「店舗に訪れる」「商品を探

す」「店員に尋ねる」「商品を決める」「支払いをする」、などのまとまった信念が

この買い物スキーマを構成していると考えるのである２６）。

　信念について、前節の例で挙げた「価格が安い製品は、品質が悪い」という消

費者の一般通念は、「価格」と「品質」という概念同士で結びつけられた信念であ

る。そして、このような一般通念は、「価格が安い製品は、一般的に言って品質

 ２５） 一般通念とは多くの消費者が自らの体験を得て形成した信念を、互いに共有し合いながら創り上
げられたものである。

 ２６） スキーマに関する詳細は Peter and Olson（１９８７）を参照。
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が悪いことが多い」という一般通念としての共変信念として置き換えることがで

きる（新倉 １９９７）。このような共変する関係を認知することを、「共変の認知２７）」

と呼び（村田・池田 １９９１）、一般関係そのものについては、「共変信念」と呼ばれ

ている（新倉 １９９７）。

　このことは、消費者がある製品とその製品と異なる製品の間に何らかの関係性

を築き上げている場合、ある製品に対して何らかの評価が下された場合、もう一

方の製品に対しても同様の評価が下される可能性があると考えられる。つまり、

ここでは製品間の態度が共変していると考えることができる。本研究では消費者

が知覚する製品カテゴリーの類似度によって、共変する態度の程度が変化すると

考えている。つまり、製品カテゴリー間で似ていないと知覚されている場合、一

方の製品カテゴリーに対して新しい態度が形成されても、残りの製品カテゴリー

には影響が及ばないと考えられる。この点について、製品の多様化について論じ

た石原（１９８２）は、「焦点製品市場へのイメージの転移を規定するのは、各残余製

品市場において確立されたイメージの強度と両製品間の同質性の度合いである」

と述べている。

　そこで、本研究では同一企業が保有する異質な製品カテゴリーにおいて、ある 

 １つの製品カテゴリーに形成されたイメージが他の製品カテゴリーに対しどのよ

うに影響が及ぶのかという問題に対し、先の第４章で述べた、製品の総合的評価

の役割を担う「態度」概念に焦点をあてアプローチしていく。

第６章　予備調査　ペア・インタビューによる定性調査

第１節　調査目的と概要

　これまで企業不祥事について大学生に定性調査を行った既存研究はなく、また

調査仮説が明瞭ではないため、本調査の前に仮説導出のための探索的な予備調査

を行った。予備調査の目的は大きく２つである。

　まず１つ目は、本研究の目的から、大学生にとって比較的身近で、対象に対す

る情報の処理水準が比較的浅い製品カテゴリーを抽出するためである。そして、 

 ２つ目は第２章で見たような食品業界における企業不祥事について大学生がどの

ような意識を持っているか明らかにすることである。なお、定性調査の詳しい手

 ２７） 共変の認知とは、２つの事象から、一般関係について何らかの仮説を導くという、帰納的推論の１
つである（池田・村田　１９９１）。
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順は林・肥田（２００８）を参考にした。

【予備調査概要】

調査期間：２００９年１２月４日～１２月９日

　　場所：関西学院大学大学院１号館

　　対象：関西学院大学学部生の３、４回生８名（男性３名、女性５名）

　　形式：質問者１名、被験者２名のペア・インタビュー

第２節　結果と解釈

　まず、大学生における買い物行動のヒアリングの結果、最も関心度の高かった

製品は「チョコレート」であった。したがって、不祥事の対象となる製品クラス

にチョコレートを設定する。食品カテゴリーと同質性の高いサブ・カテゴリーに

は、チョコレートの次に関心が高かった「ガム」「紅茶」を設定する。そして、異

質なサブ・カテゴリーには「手帳」「洗剤」を対象に選んだ。

　そして、不祥事に関する意識調査では「不祥事と聞いて連想する企業不祥事は

何ですか」という質問に対し、ほぼ全ての被験者が「雪印食中毒事件」「船場吉兆

の食材使いまわし」「ミートホープによる産地偽装」「不二家の消費期限改ざん」

といった食品業界における不祥事を答えたことから、本研究における企業不祥事

を食品業界からアプローチした妥当性は高いとみなすことができる。次に多かっ

た回答は「産地偽装」「商品の不当表示」といった、虚偽の表示問題であった。以

上のことを踏まえ改めて第２章で類型した不祥事を、消費者の怒りの源泉を基準

に整理すると、大別して「健康被害への脅威」と「経済的な損失」の２種類に分け

ることができる。

第３節　仮説導出

　これまで述べてきた知見をもとに、不祥事に関する仮説と、製品カテゴリー間

における態度転移の仮説を導出していくにあたり、まず、予備調査の結果から不

祥事の影響に関する以下の仮説を設定する。

H１: 健康的な脅威を知覚した場合、経済的な損失を知覚した場合に比べて、 

ベース・カテゴリーへのネガティブな態度が形成されやすい。

　H１については、同じ不祥事でも不祥事の種類によってネガティブ態度の形成 
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される度合いが違うことを考慮したものである。特に、消費者への健康に関わる

ようなネガティブな情報であれば、負の態度が比較的高く形成されると考えた。

H２: 不祥事への自己関与度が高い場合、自己関与度が低い場合に比べてベー 

ス・カテゴリーへのネガティブ態度が形成されやすい。

　H２については、先に述べた自己関与について考慮したものである。消費者は 

その不祥事が自分と関連性があると知覚したとき、より精緻な情報処理を行うと

考えたからである。

　以上の H１と H２に示した、ベース・カテゴリーへの態度は不祥事の種類と、 

自己関与度との交互作用効果が予想されることから次の仮説を設定した。

H３: 不祥事の種類と自己関与度との交互作用は、ベース・カテゴリーへの態度

に負の影響を及ぼす。

　これらの仮説は、消費者が最もネガティブに知覚すると思われる不祥事とは、

その消費者にとって身近な問題であり、さらに健康に関わるような場合であると

いう前提に基づいている。

　以下では、カテゴリー間での類似の程度による、態度転移の有無を考慮した仮

説を設定する。

H４: ベース・カテゴリーとサブ・カテゴリーの類似度が高い場合、サブ・カテ

ゴリーの態度変容が発生する。

H５: ベース・カテゴリーとサブ・カテゴリーの類似度が低い場合、サブ・カテ

ゴリーの態度変容は発生しない。

　これらの仮説は、ベース・カテゴリーとサブ・カテゴリー間の類似性の程度に

より、ベース・カテゴリーに対して形成された態度が、サブ・カテゴリーに転移

する度合いに違いがみられるという前提に基づいている。

第７章　本調査　質問票による定量調査

第１節　調査設計

　実験の全体的な構成として、企業、状況、製品ブランドはすべて架空のものを

設定した。その理由は、消費者が既有に持つ企業や製品に対するイメージのバイ
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アスを避けるためである。もし実在する企業や製品を調査に用いれば、被験者は

これらの対象にすでに保有する何らかのイメージや態度の先有傾向に基づき、製

品に対して情報処理を行う可能性が高いためである（須永 ２００４）。実験で操作す

る変数は「不祥事の種類」、「自己関与」の２要因である。

　ネガティブ情報のタイプには「チョコレートによる食中毒事件」と「チョコレー

トの成分不正表示事件」の２種類を設定した。自己関与には、「被害は関西で発生

した」「被害は南米で発生した」の２種類を設定した。

　不祥事の種類には、「健康被害」「経済損失」の２つを設定し、それぞれベース・

カテゴリー（チョコレート）の「食中毒」「成分の不正表示」という場面設定をし

た２８）。理由については、定性調査のデータを分析した結果、食中毒が一般的に健

康被害としてあてはまることが考えられ、チョコレート製品における不正表示に

よる大学生にとって一番身近な健康被害といえば食中毒が一般的であると考えた

からである。そして不正表示の理由については予備調査の結果を元に、被験者が

最も経済的な損失を感じた不祥事であるとの意見が多かったからである。ベース

となる製品カテゴリー２９）には「チョコレート」を設定した。態度転移の対象とな 

るサブ・カテゴリー製品について、高い類似性があると思われる製品クラス「ガ

ム」「紅茶（ペットボトル）」の２つを、低い類似性があると思われる製品クラス 

「手帳」「洗剤」の２つをそれぞれ設定した。ベース・カテゴリーとサブ・カテゴ

リーの類似度の検証については、チョコレートを基準とした３つの製品カテゴ

リーに分類させる課題を与えた。４つのサブ・カテゴリー製品について、それぞ 

れ「チョコレートに高程度属するカテゴリー」「チョコレートに中程度属するカテ

ゴリー」「チョコレートに低程度属するカテゴリー」に選択させる課題を与え、各

項目に類似度得点に５点、３点、１点を設定し、合計得点の平均値から類似度を測 

 ２８） 健康被害に「食中毒」、経済損失に「不正表示」というシナリオを設定した理由は以下の点である。
まず、「食中毒」に関して予備調査の結果から、大学生に対して実際に発生したいくつかの食品不

祥事（第２章で述べた、雪印乳業の食中毒事件及び花王エコナの発がん性物質混入問題等）に関す

る意見を分析したところ、被験者は「発がん性物質混入」に関しては、自身との関連が低そうだと

いう意見が目立ったが、食中毒の健康被害に関してはより身近な問題であることから、ネガティ

ブな意見より目立ったためである。同様に「不正表示」に関しても予備調査の結果から、虚偽表示

に関連する「産地偽装」や「不当表示」に関する意見を分析したところ、共通項目として「損をし

た気分になった」という回答が多かったという理由から採択した。

 ２９） 製品クラスについて、予備調査では使用されなかったが他の関心度の比較的高かったものは菓子
では「ポテトチップス」「ドライフルーツ」「アメ」。飲料では「水」「お茶（日本茶）」「コーヒー」

「炭酸」。雑貨では「プレゼント用品」「ノート」。日用品では、「シャンプー」「リンス」「整髪剤」

「歯磨き」であった。なお日用品に関しては自分で購入するのではなく親が購入してくるといった

回答が多かったため、比較的関心が低いと判断し今回の調査では採用しなかった。
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定した。

第２節　調査概要

【本調査概要】

調査期間：２００９年１２月１５日～１２月２２日

　　場所：関西学院大学上ヶ原キャンパス

　　対象：予備調査には参加していない関西学院大学の１～４回生の学部生３００名

　　形式：質問票を用いた定量調査

　　

　調査方法は４種類の質問票をそれぞれ異なる被験者に配布した。質問票の種類 

はそれぞれ、「不祥事の種類」と「自己関与」を組み合わせたものであり、「健康被

害－高自己関与」「健康被害－低自己関与」「経済損失－高自己関与」「経済損 

失－低自己関与」の４つを設定した。質問票の配布は調査期間中に授業やゼミの 

場を借りて行われ、回収数は２９３サンプルであった。回収した２９３サンプルのう 

ち、分析に用いる変数の回答に欠損が目立つものや、回答分布の検討により単調

回答、平均回答から極端に乖離した回答、及び無意味なランダム回答の傾向が強

いものは削除した。

　そして、企業不祥事場面を想定した今回の実験では、被害の発端となったチョ

コレート製品において不祥事後の態度得点の方が不祥事前の態度得点に比べて高

くなる現象は、一般的に発生するとは考えにくいため、被験者が真剣な回答をし

ていないと判断し、これらのサンプルも削除した。その結果、最終的に有効回答

１６２サンプルを分析に用いた。最初に２９３サンプルから１６２サンプルに減少した 

理由については、前述した製品を分類する設問に対して、欠損値が多くみられた

ためである。

　１６２サンプルのうち、性別による内訳は男性が９３サンプル、女性が６９サンプ 

ルであった。

　各質問票の種類ごとの回収数は、「健康被害－高自己関与」は４１サンプル、「健

康被害－低自己関与」は３７サンプル、「経済損失－高自己関与」は３７サンプル、 

「経済損失－低自己関与」は４７サンプルであった。

　調査のフローとして、架空の企業が架空の新製品を地域限定で市場に販売する

という場面を想定した。地域限定に設定した理由は、被験者の自己関与を操作す

るためである。地域限定と明示することで、不祥事が及ぼす影響が自分に関連が
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あるかどうかということに関して、明確にすることができると考えたためであ 

る。架空の製品の設定には、予備調査で抽出した「チョコレート」、「ガム」、「紅

茶（ペットボトル）」、「手帳」、「洗剤」を用いた。各製品３０）に対して事前の態度を

測定する質問項目には、「～～製品についての評価をお聞かせください」を設定

し、「非常に悪い－非常に良い」の７点尺度で回答を求めた。そして、不祥事発覚

後の態度を測定する質問項目について、ベース・カテゴリーには、「この問題の 

あったチョコレートについての評価をお聞かせください」を設定した。チョコ

レート以外のサブ・カテゴリーには、「この問題を受けて新発売の～～製品につ

いての評価をお聞かせください」を設定した。これらの質問に対し、すべて「非

常に悪い－非常に良い」の７点尺度で回答を求めた。

第３節　マニピュレーションチェック

　全ての分析については SPSS.ver１７.０を用いて行った。ここでは事前に操作し 

た４つの項目、「自己関与度」、「健康脅威知覚度」、「金銭損失知覚度」、「製品カテ

ゴリー類似度」について、操作が成功しているか検証する。

　「自己関与度」の操作チェックについて分析の結果、高関与の平均値は５. ４５で 

あり、低関与の平均値は４. ３０であった。統計的に１％水準で有意な差が認めら 

れたため、「自己関与度」の操作は成功していた（ t＝４. ８５，p＜ .０１）。

　「健康脅威の知覚度」の分析の結果、健康脅威を感じたと答えた被験者の平均値

は４. ９５であり、経済損失を知覚した被験者の平均値は３. ８１であった。統計的に 

 １％水準で有意な差が認められたため、「健康脅威の知覚度」の操作は成功したこ

とが示された（ t＝４. ７８，p＜ .０１）。

　「経済損失の知覚度」の分析の結果、経済損失を感じたと答えた被験者の平均値

は５. ０１であり、経済損失を感じた被験者の平均値は３. ８３であった。統計的に１  

％水準で有意な差が認められたため「経済損失の知覚度」の操作についても成功

したことが示された（ t＝４. ２５，p＜０.０１）。

　最後に、「製品カテゴリーの類似性」について、ベース・カテゴリーとの類似性

の検証を行った。サブ・カテゴリーの「ガム」の類似性得点の平均値は３. ３６であ 

り、「紅茶」との類似性得点の平均値は３. ７６であったのに対し、異質なサブ・カ 

 ３０） 架空の製品に対して属性を設定したが、これはある程度好印象を持ってもらうためである。なお、
製品の属性については POS情報から各製品カテゴリーにおいて売上げの高い製品を参考にして、
各製品についてそれぞれ５つの属性を抽出して、調査票の架空製品についてこれらの属性を設定

した。
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テゴリーである「手帳」の類似性得点の平均値は１. ５９、「洗剤」の平均値は１. ６７ 

であった。

　以上の結果より、類似度の操作は成功したと判断でき、「ガム」「紅茶」は高類

似製品カテゴリー、「手帳」「洗剤」は低類似製品カテゴリーとしてそれぞれ設定

した。

第４節　分析と結果

　まず、H１、H２、及び H３について分析を行った。分析には、従属変数を「不 

祥事後のチョコレート態度得点」、独立変数に「不祥事の種類」と「自己関与度」、 

そして「交互作用」を設定し、二元配置分散分析を行った。結果は以下の通りで

ある。

　H１について、「不祥事の種類」による主効果は、５％水準で有意な結果は得られ

なかった（F＝ .００８, p＝ .９３）。

　H２について、「自己関与度」による主効果は、５％水準で有意な結果は得られ 

なかった（F＝ .０６７, p＝ .７９）。

　H３の、「不祥事の種類」と「自己関与度」の交互作用についても、５％水準で有 

意を得られなかった（ F＝０. ７５９, p＝ .３８）。よって、H１、H２、H３は支持され 

なかった。

　続いて、不祥事を知覚した後に、製品に対する態度転移が発生しているか検証

するため、H４と H５について分析を行った。分析には、被験者内で各製品カテ 

ゴリーの事前態度と不祥事後の態度差があるかどうかについて t検定を行った。

分析の結果は以下の通りである。

　ベース・カテゴリーの事前態度と不祥事後態度の差について、１％水準で有意 

な結果が得られた（ t＝２１. ３８, df＝１６１, p＜ .０１）。この結果により、不祥事が 

ベース・カテゴリーへ及ぼす影響が確認できた。

　続いて、H４の類似性の高いサブ・カテゴリー「ガム」「紅茶」について t検定 

を行った。

　ベース・カテゴリーとの類似度が高いガムの事前態度と不祥事後態度の差につ

いて、１％水準で有意な結果が得られた（ t＝９. ７５, df＝１６１, p＜ .０１）。

　ベース・カテゴリーとの類似度が高い紅茶の事前態度と不祥事後態度の差につ

いて、１％水準で有意な結果が得られた（ t＝１０. ８７, df＝１６１, p＜ .０１）。よっ 

て、H４は支持された。
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　続けて、H５の類似性の低いサブ・カテゴリー「手帳」「洗剤」について t検定 

を行った。

　ベース・カテゴリーとの類似度が低い手帳の事前態度と不祥事後態度の差につ

いて、１％水準で有意な結果が得られた（ t＝６. ８２, df＝１６０, p＜ .０１）。

　ベース・カテゴリーとの類似度が低い洗剤の事前態度と不祥事後態度の差につ

いて、１％水準で有意な結果が得られた（ t＝５. ０９, df＝１６１, p＜ .０１）。よって、 

H５は支持されなかった。

　H５の結果が示すように、本来態度転移が起こる可能性が低いと考えられてい 

た類似度の低いサブ・カテゴリー製品にも、ネガティブな態度が転移している可

能性が極めて高いことが示された。ただし、類似度の高い製品カテゴリーに比べ

ると、平均値が低いことが分かる。これはすなわち、カテゴリー間の態度転移は

カテゴリー類似度の程度により、転移する態度の程度も変化する可能性があると

いうことも示唆できる。

　以上の結果を踏まえた上で、「不祥事の種類」と「自己関与」の要因による影響が

ないか追加検証を行った。製品カテゴリーごとに、事前態度と不祥事後態度の差

を検討するため t検定を行った。それぞれの結果について、図表７－１から図表 

 ７－４までに示したとおりである。

図表７− 1　「健康脅威と高自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.0004010.6893.0742.097.2421.5492.585事前－事後チョコ態度ペア 1

.000405.2311.995.883.2751.7611.439事前－事後ガム態度ペア 2

.000406.3522.2511.164.2691.7211.707事前－事後紅茶態度ペア 3

.036402.1711.036.037.2471.583.537事前－事後手帳態度ペア 4

.014402.5741.132.136.2461.577.634事前－事後洗剤態度ペア 5
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図表７− 1　「健康脅威と高自己関与における態度変容」
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図表７− 2　「健康脅威と低自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000369.4372.6601.719.2321.4112.189事前－事後チョコ態度ペア 1

.000364.8701.761.725.2551.5531.243事前－事後ガム態度ペア 2

.000364.6521.824.717.2731.6611.270事前－事後紅茶態度ペア 3

.026362.3291.264.087.2901.765.676事前－事後手帳態度ペア 4

.002363.2781.356.319.2561.555.838事前－事後洗剤態度ペア 5

図表７− 3　「経済損失と高自己関与における態度変容」

図表７− 4　「経済損失と低自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.0003612.3312.7381.965.1911.1602.351事前－事後チョコ態度ペア 1

.000363.9351.802.576.3021.8381.189事前－事後ガム態度ペア 2

.000364.4401.890.705.2921.7771.297事前－事後紅茶態度ペア 3

.001363.5811.143.317.2041.239.730事前－事後手帳態度ペア 4

.60836.517.798-.474.3141.908.162事前－事後洗剤態度ペア 5

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.0004610.8662.9001.994.2251.5442.447事前－事後チョコ態度ペア 1

.000465.3581.990.903.2701.8511.447事前－事後ガム態度ペア 2

.000466.2312.4771.267.3012.0601.872事前－事後紅茶態度ペア 3

.000455.6442.2121.049.2891.9591.630事前－事後手帳態度ペア 4

.000463.9181.739.559.2932.0111.149事前－事後洗剤態度ペア 5
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図表７− 3　「経済損失と高自己関与における態度変容」

図表７− 4　「経済損失と低自己関与における態度変容」

��

��

����

�����

��������

�������

��
���

���

��

��

��
���

����

��������������������������������������������������

�����������������������������������������������

�����������������������������������������������

����������������������������������������������

���������������������������������������������

��

��

����

�����

��������

�������

��
���

���

��

��

��
���

����

��������������������������������������������������

�����������������������������������������������

������������������������������������������������

������������������������������������������������

�����������������������������������������������



企業不祥事によるブランド態度への影響

５４

　分析の結果、「経済損失」かつ「高自己関与」の中の、「洗剤」製品以外はすべて、 

 ５％水準で有意な差が出ており、一部の状況と製品を除いて態度が転移している

ことが示された。また、この結果について、低類似度のサブ・カテゴリー「手帳」

「洗剤」について注目すると、低自己関与の場合、高自己関与の場合に比べ平均

の値が高いことが示されている。この点について考察すると、消費者が情報処理

をする水準が低い状態の時にネガティブな情報が与えられると、精緻に情報を処

理する状態に比べて、異質なカテゴリー間においてはより強く態度転移が起こる

可能性が高いことが示されている。

　この結果についてさらなる検証を行うことで、態度転移に関する新たな有用な

知見が得られる可能性が高いと考えられるため、以上の分析に性別による違いを

加えた影響を考慮した追加的な検証を行いさらに考察を深めていく。

　図表７－５から図表７－１２まではそれぞれの結果を示している。まず、女性と

男性について態度変容得点を比較すると、全体的に女性の得点が高いことが示さ

れている。つまり、女性の方が男性に比べ不祥事に対して大きく反応すると考え

られる。

　また、上に示された結果から、製品カテゴリー別の態度転移の有無についてい

ると女性と男性に共通して「経済損失と低自己関与」の場合においては、全ての製

品カテゴリーにおいて態度変容の得点に有意差が認められる結果となった。つま

り、全ての製品カテゴリーにおいて態度転移が行われているのである。

図表７− 5　「女性における健康脅威と高自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000149.7384.1492.651.3491.3523.400事前－事後チョコ態度ペア 1

.000145.1373.3081.359.4541.7592.333事前－事後ガム態度ペア 2

.000145.3943.7271.606.4941.9152.667事前－事後紅茶態度ペア 3

.070141.9641.255-.055.3061.183.600事前－事後手帳態度ペア 4

.005143.3092.308.492.4231.6391.400事前－事後洗剤態度ペア 5
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図表７− 5　「女性における健康脅威と高自己関与における態度変容」
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図表７− 6　「女性における健康脅威と低自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.0001811.8283.5332.467.2541.1063.000事前－事後チョコ態度ペア 1

.000185.8702.2161.048.2781.2121.632事前－事後ガム態度ペア 2

.000184.3362.422.841.3761.6401.632事前－事後紅茶態度ペア 3

.104181.7141.406-.142.3681.606.632事前－事後手帳態度ペア 4

.000184.4662.090.753.3181.3871.421事前－事後洗剤態度ペア 5

図表７− 7　「女性における経済損失と高自己関与における態度変容」

図表７− 8　「女性における経済損失と低自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000136.2563.2671.590.3881.4532.429事前－事後チョコ態度ペア 1

.013132.8761.751.249.3481.3011.000事前－事後ガム態度ペア 2

.000135.3422.307.978.3081.1511.643事前－事後紅茶態度ペア 3

.120131.6621.478-.193.3871.447.643事前－事後手帳態度ペア 4

.82813.221.768-.625.3221.207.071事前－事後洗剤態度ペア 5

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000208.8833.8812.405.3541.6213.143事前－事後チョコ態度ペア 1

.001204.0442.815.899.4592.1041.857事前－事後ガム態度ペア 2

.000206.1833.6941.830.4472.0472.762事前－事後紅茶態度ペア 3

.002193.5272.948.752.5252.3461.850事前－事後手帳態度ペア 4

.003203.4502.522.621.4562.0871.571事前－事後洗剤態度ペア 5
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図表７− 8　「女性における経済損失と低自己関与における態度変容」
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図表７− 9　「男性における健康脅威と高自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000257.2952.7131.518.2901.4792.115事前－事後チョコ態度ペア 1

.006252.9931.558.288.3081.573.923事前－事後ガム態度ペア 2

.000254.3671.698.610.2641.3471.154事前－事後紅茶態度ペア 3

.168251.4211.225-.225.3521.794.500事前－事後手帳態度ペア 4

.48625.707.752-.368.2721.386.192事前－事後洗剤態度ペア 5

図表７− 10　「男性における健康脅威と低自己関与における態度変容」

図表７− 11　「男性における経済損失と高自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000174.7611.924742.2801.1881.333事前－事後チョコ態度ペア 1

.065171.9751.724-.057.4221.790.833事前－事後ガム態度ペア 2

.035172.2981.705.073.3871.641.889事前－事後紅茶態度ペア 3

.137171.5601.699-.255.4631.965.722事前－事後手帳態度ペア 4

.54217.622.977-.532.3581.517.222事前－事後洗剤態度ペア 5

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.0002211.3472.7261.883.203.9742.304事前－事後チョコ態度ペア 1

.007222.9512.221.388.4422.1201.304事前－事後ガム態度ペア 2

.019222.5241.980.194.4312.0651.087事前－事後紅茶態度ペア 3

.003223.3321.270.296.2351.126.783事前－事後手帳態度ペア 4

.64822.4621.193-.758.4702.255.217事前－事後洗剤態度ペア 5
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図表７− 10　「男性における健康脅威と低自己関与における態度変容」

図表７− 11　「男性における経済損失と高自己関与における態度変容」
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　さらに、男女別で検証していくと、「健康脅威と高自己関与」「健康脅威と低自

己関与」「経済損失と高自己関与」の３つの状況について、女性は「手帳」カテゴ

リーのみ態度変容の得点に有意差が認められなかった。つまり、「手帳」カテゴ

リーに関しては態度転移が行われていないのである。また、男性についても、上

の３つの状況において、「洗剤」カテゴリーのみ態度変容得点に有意差が認められ

なかった。つまり、「洗剤」カテゴリーに関しては態度転移が行われていないので

ある。男女共にある特定の製品カテゴリーに関しては態度転移が行われていない

結果は非常に興味深い点である。では、被験者はなぜこのように特定的な対象に

対して態度を変えなかったのであろうか。この問題について、被験者の製品に対

図表７− 12　「男性における経済脅威と低自己関与における態度変容」

有意

確率

（両側）

自由度t 値

対応サンプルの差

差の 95％信頼

区間
平均値

の標準

誤差

標準

偏差
平均値

上限下限

.000257.7282.3871.382.2441.2431.885事前－事後チョコ態度ペア 1

.001253.5931.755.476.3101.5831.115事前－事後ガム態度ペア 2

.003253.2611.883.425.3541.8041.154事前－事後紅茶態度ペア 3

.000254.5712.120.803.3201.6301.462事前－事後手帳態度ペア 4

.042252.1461.583.033.3761.919.808事前－事後洗剤態度ペア 5

図表７− 13　「製品カテゴリー別関与度得点」

平均値の標準誤差標準偏差平均値N性別

.1911.5844.8169女性チョコこだわり

.1851.7844.0393男性

.2241.8574.6169女性ガムこだわり

.1881.8184.0293男性

.2141.7794.7469女性紅茶こだわり

.1851.7764.0392男性

.1711.4226.0969女性手帳こだわり

.2272.1944.0593男性

.2271.8903.7569女性洗剤こだわり

.1901.8322.4493男性
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する関与、つまり製品関与３１）に焦点をあて検証を行った。図表７－１３は各製品カ

テゴリーの関与度の得点結果を示したものである。

　先に述べた、女性において態度転移が行われていない「手帳」に関しては、他

の製品カテゴリーに比べ得点が高いことが示されている。男性において態度転移

が行われていない「洗剤」に関しては、他の製品カテゴリーに比べ得点が低いこと

が示されている。すなわち、商品カテゴリーに関して顕著に関心度が高い場合、

もしくは顕著に関心度が低い場合においては態度転移が行われないということが

明らかになった。

第８章　結びにかえて

第１節　マーケティング・インプリケーション

　本稿は、企業不祥事が及ぼす消費者の製品への影響と、企業が保有する異質な

製品カテゴリー間の態度転移について考察した。まず、不祥事が及ぼす消費者へ

の影響の大きさについて、不祥事の種類との自己関与の程度から検証を行ってき

た。検証の結果、大学生がある製品について不祥事が発生したと知覚した場合、

その不祥事の詳細に関係なく、不祥事があった製品に対して大きく評価を落とし

た。そして、その不祥事がその人自身にとって関連性がなくても、製品に対して

ネガティブな評価をしていることが示された。このことは、不祥事がもたらす影

響の大きさを示している。消費者が「不祥事」という言葉を聞いただけで、その

具体的な内容には関係なく、ネガティブな態度を強く形成してしまう可能性があ

ることが示唆できる。

　また、追加検証の結果から製品カテゴリーに対する関与が高い場合、ネガティ

ブな態度転移が起こらないことが明らかになった。つまり、製品に対して強いこ

だわりがある場合には、消費者はその製品に対して絶対的な判断基準を持つと考

えられ、製品と外部の情報について正確に識別できることが可能となると考えら

れる。

　そして、カテゴリー間の態度転移が確認されたことによる、本稿のインプリケー

ションとして考えられるのは、マーケティング戦略に見られる、ブランド拡張戦

 ３１） 製品関与（product  involvement）とは、「購買目標がない時に、リスクに基づかず製品と個人の欲
求・価値・自己概念との関連の強度によって生じる関与」である（堀　１９９７）。本調査では「（製 
品カテゴリー）に対してこだわりがありますか」を設定した。
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略や多角化戦略の見直しである。複数のカテゴリーにまたがる製品を保有する企

業に関して、どの範囲まで製品やブランドを管理していかなければならないかと

いった問題提起ができる。先に述べたように、現在多くの大手企業が、ブランド

単位のマーケティング・マネジメントを採用しており、個々のブランドを育成・

管理していく手法が採られている。また、近年の多角化戦略によるブランド拡張

に見られるように、１つの企業がさまざまな製品カテゴリーを扱っている場合が

ある。このような場合、複数ある製品のうち１つの製品に対してネガティブな知

覚をすると、そのブランドの名前がついている異質なカテゴリー製品についても

影響が生じると考えられる。たとえ、製品カテゴリー間の特徴や用途に違いが 

あったとしても、販売している企業が同じであると消費者が認識している場合、

そのネガティブな評価が他の製品カテゴリーにも転移してしまうのである。

　つまり、新製品に対してブランド力を活かそうとした戦略は、効率的に製品を

成長させるために有効である反面、ネガティブな事象が発生した場合、特徴上関

係のない製品に対しても、ネガティブな評価が下されてしまうのである。

　このことは、特に消費者が比較的浅い情報処理水準にある場合には特にいえる

ことで、１つのネガティブ情報が与えられた時、わずかな手掛かりで情報を関連 

づけてしまうため、その影響は情報処理をする水準が高い場合に比べより大きい

といえる。

　

第２節　限界と今後の展望

　今回の実験調査の被験者の母集団を大学生としたが、そもそも大学生が企業不

祥事自体に社会的関心が低かった可能性が高い。「サンプルが学生である場合、

また実験データである場合、実務家はインプリケーションをほとんど参考にしな

い」（清水 ２００６）と指摘があるように、今後の企業不祥事研究において有用性を

立証するには、企業不祥事に高い関心が持ちそうな社会人や主婦などに対象者を

変更して、引き続き検証していく必要性はある。

　そして、本稿では研究目的上深く検討してこなかったが、ブランドを保有する

企業の事前のイメージや態度についても考慮すべき問題である。消費者が理論駆

動型の情報処理方略をする時、自身が持つ知識に基づいて対象について評価をす

るのである。すなわち、消費者が事前に保有するブランドや企業に対する評価に

よって、その企業が展開する製品やブランドの評価を行うことが考えられる。こ

の課題については、今後ブランド・ロイヤルティ研究の領域にも貢献できるもの
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であると考えられる。

　今回得られた知見では、例えば消費者が不祥事といったネガティブな情報を与

えられある製品に対して評価を下す時、本来その製品と関係がないと考えられて

いた製品カテゴリーに対しても影響が及んでいることが示された。つまり、通常

のマーケティング場面において、本来製品のマネジメント対象とならないと思わ

れていた製品カテゴリーについても、危機発生時においてマネジメントを行う領

域を広げなければならないことが考えられる。

　今回の調査では、不祥事発生直後の場面を想定したため、短期的な態度形成の

側面を重点的に考察してきたが、より長期的な視点に立つならば、今後の研究と

して形成されたネガティブな態度がどの程度持続するかといった観点から、時系

列に消費者に形成された態度の変化を見ていくことも、今後の情報処理研究や態

度研究に対して大きな貢献ができると考えられる。

（筆者は関西学院大学大学院商学研究科博士課程前期課程修了）
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